
兆円増加 している。また、墓礎年金拠出金は、基礎年金のマクロ経済スライ ド期 ||]を延

長した効果や実質的な運用利回りを引き上げた効果等で、6.4%、 ′13.0兆 円減少するこ

ととなる。一方、保険料は実質的な連りIJ利回りの上昇で減少するが、直近における彼保

険者の増力|1等の影響で 1.1%、 13.0兆円の減少にとどまる。全体として、この||]に積立

金を貝イ
・
源として員イiわなければならない分は 6.5兆 lη減少 し、サ財

‐
政が好転することとなる。

2009年度までと 2010年度～2099イ li度をあわせて、2099イ 11度末に ,1.2兆円の利∫1111・能

財源を残せる状況と/kNつ てお り、その分が 2100イ■度～2104イ li度に必要な 4.2兆 円のサけ

ルilと イrっ ている(,

(図 表 1-48)り 'F生イll ttσ )り |イ・湖:と 給付1/9内 |″く (運用利 |口 |り に、kる換算)の
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国共済+地共済において前回の数 1にとの比較を行つたものが図表 449で ある。

前回の財政再計算では、2009年度末時点で積立金のうち 45.2兆円が利用可能財源と

して残る /RL込みとなっていた。しかし、実際には ,16.7兆円の積立金が利り|1可能財源とし

て残つており、1.5兆円財政が好転している。
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2010年度～2100年度では、実質的な運用利回 りは上げたものの、報1鼎1比例部分のマク
ロ経済スライ ドのり切||りを短縮 したこと等の影響で、2・ 3階部分の給付費は 5.1%、 10.9

兆円減少している。また、り:に礎イ浮金拠 ||1金は、り!(礎年金のマクロ経済スライ ドリ切||」 を延

長した効果や実質的な運用利回 りを引き上げた効果等で、11.3%、 9.2兆 円減少する。
一方、保険料は最終保険料率を引き上げた効果はあるものの、実質的な運川利回 りの上

ナ|で 7.6%)、 16.1兆 1零の力文少となっている。 全体として、この||11に不ずi立金をサ|イ・力i(と して
員イiわなければイrら オoいう)が 0.6兆 llJよ )|力 ||づ

~る
こととイrる (,

2()09イ lt度 までと 2()10イ li度～210()イ lt度をあわせて、2100イト度末に 1.0兆 111の利用 ll∫能

;lイ

・
力:tを残せる1人′兄とな′,てお り、そυ)分が 21()1イ |:度～21()5イ li′虻に

`と

、要な l.0兆 l11のサ財・

力|(と なっている.,

私学共済において li打 IHl υ)数 111と υ)比較を行った 1)グ )が図表′卜11()で ル)る .

||lill:lυ );1イ 政 ll∫ liト リ|:で |に、 2009イ li度 相 |、午メ|、tで friヾ五

`、

グ)ぅ ‐ら3.2ツ

`|||が

不||サ ||)ll‐ f虐 ;1イ
‐
ル|:(ヒ し

て残る見込みでル)っ たⅢ実1筑ヨ,3.1兆 lllの積、ア金が利り|l llI能サ|イ
‐
ル|(と して残//てお り、0.1

りLlll lll力 ||し ている1.

2()10イ li度～21()0イ li度で|.1、 実ワ[泊勺な運り|1和 |IHIり |`k11げた 1)の 1/9、 報|り‖比 1列出
`分

のマク

ロ経済スライ ドのサリ|||||を短縮 したこと等のキl夕響で、 2・ I〕 階 11∫分の給付費は 3.2ツ )、 0.6

兆 lllげ )減少に
`ヒ
ど .た っている(′ lに た、 り1に礎イ1主 金拠 ||1金 |,1、 り:ヽ礎イli金のマクlf糸准済スライ

ドリリ||lllを 延 1こ した効,tゃ実ワ〔的な運用利 |口 |り をり|き llげた効果等で、 11.5ツ )、 l。 2兆 lll
減少 しているt,リブ、保険料は、∫|を終保険料率を引き 11げた効果や ||'[近 における彼保険
者
‐υ)ilりЛI等υ)影響 11`0)る 1)υ )υ )実質的な運り|1利 IHIり υ)「 ケ「で 6.2ツ )、 1.2兆 lllの減少 (ヒ な

つている。 (ヽ体として、この||11に不J:ヽア金をサlイ
‐
汐1(と して1イ iわなければな↓bない分はllと ん

ど卜Jじ
~で
(0)る .,

200()イ li度「kで と2()10イ li度～21()0イ li度をあわせて o.I兆 円υ)サ |オ政約余枠ヽができており、

21()1イ ll度～21()5イ llサ質に必、要な 0.|兆円を川り)て いる.,

2()09イ ll度 `に でと 2010イ ll度 ～2100イ ll度をあわせて、21()0イ ll度末に 0.1兆 lllυ )不lltt H∫能

サけ力|(を残せる状′兄となって才5り 、そυ)分が 21()1イ li度～21()5イ li度に4∠ 要ヽな 0.l兆 円の;材・

み|(と なf)て いる.,
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(図表 ←←10)私学共済の財源と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の

平成 16年財政再計31iと の比較

年 1,及理部会による推計 1「1で `|)る .
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③有限均衡方式への懸念について

前回の財政再計算から、財政計画において約 100年間の有限均衡方式が導入された。
通常の年金数理では永久均衡を収支均衡の条件と考えており、前回の年金数理部会の報

告 il事でも

「年全数J咀的な iりl点からは、今回の永久均衡方式で使用 した J!鮭礎数、基礎率などがその

まま推移するとして、今後 5年ごとにイ「限均衡方式で将来見通 しの作成や財政再 1計算が
行われていくとすると、給付水準や l走終偽t険料率が見 il:[さ れて今回計3γ した永久均衡方

式での数値に近づき、最終的には今回の永久 J勾子縫i方式の下での結果よりもlltい給付水準

や 1高いJ止終保1倹お|'半 iに なることが考えられる(,」

と懸念を人|り ]したところでル)る。

今回のサИ
・
政検証・只イ

・
政 llJ~lil・ 算では、前日の均衡対象り切||llの後に 5年 ||‖ を追珈|して、り|す

政言「
"11を

作成 している。 もちろんこの 5年 ||11において各公的年金制度は横、ア金なしでは
赤fliと なるが、その額はり'F生イF金においても 4兆円程 1憶 (現 1‖ i)と なってぃる。 5イ lillJ
で・1兆円というん1模は、15()兆円の不ri立金でみれば魚′イ110.6(/)rl:度 の運川利 |,1り に相1当 し
てお り、引き続き今後のサlイ

‐
J文 :i平 111iにおいて |マイ意する必要がある。
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5.デュレーション

厚生年金、国民年金においては将来の保険料 (率)が法律で定められており、年金財

政における将来の収支均衡が図れるよう、マクロ経済スライ ドにより給付を調整するこ

ととなる。 しかし給付水準は国民の老後における生活水準に直結する問題であり、一定

の水準を維持 していく必要がある。このため、将来の年金財政を安定的に維持 していく

ためには、 fメi立金の効率的な運月1に よる資産所得を確保していくこともIF要である。

①資産運用におけるデュレーション

実際の資産運り||においては、1可債等のlJi券運用が :11′ とヽになっている。 (J:券の金利は通

常)げ1イ ール ドであり、短期 |ず 1(1り も長 1明イリ1の金利 1/9方が高い。 リーマンショック以降で

も景気後退の I:夕響があり、先進 :iた 1呵においては短期金利がゼロ近辺に据え |″:かれている

中で、長すり14ゝ利はttドする局 :ni t))と られる 1)の の一定υ)水準は保ってお り、順イール ド

の状況は変わつていないⅢ

lメ i券運り||は 1)1時点のキャッシュを1子 たのキ‐Yツ シユフ II― に1レ i換することでル)り 、順

イール ドであれば、キャッシュフローを、kり 1(;り ||1号 先に1シ :換することで、′l〔 り多くσ)金

利をイ||る ことができる。そこで、 :り↓イ|:か らキャッシ
=・
フローが発ノliする||、午点までノ)り切||ll

をデ・・ レーションとし、デュレーションと金本||の 1則係を示した 1,υ )が |ズ1人 ■5-1で ある。

債券υ)運用期 1間の 1`4j勺的な金利がイール ドでル)る が、現時点での1子 来の想定金利であ

るフォワー ドσ)金本11()示 したぃ 15イ 11か「,20イ li先ではフォソー ドσ)金千111`12()10イ lillキ点で

13(/)弱であり、イール ドと比較するとか /k・ り高いことが示されている.フ ォワー ドの金

利はそのデュレーションで |ザ 1券運用を行った場合υ)｀ 14均的な金利を示している。公的イ11

金の給付は長期にわたる t,υ )であり、成熟 fヒの途 11に ある場合には特に給付費の発ノliま

での期 |‖ |が長く、デュレーションも1こ くなる。こυ)ため、金利|を 11′ 1‖ iす る際には、イー

ル ド金利1ではなく、将来の想定金和lでル)る フォワー ド金利で評嬌‖iす ることが適りjでル)る (i

また、図表 45-「 Cは、2()10イ liにおける ||々 の金利の標準備1,1:1)示 している。ti券運

′||におけるリスクは、金利ヴ)変動にデュレーションとリスク:/F容幅を乗じて li「算するこ

とができる。デュレーションが長くなるほど金利は 11昇するが、 リスクキ,大きくなって

いくことを確 i想
―
l~る ことができる。

‐
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(図表 451)国 債のデュレーションと金利の関係 (2010年 。年間平均 )
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注)`,和|(r― ′|卜 )は 111「ち7↑か
',′

,H公たされる
``和

Iの‖1彙 ヽ14り′り〔.|)る 。
|ル件偏りf111キ 1枚 iFI(′ )も ノ)｀ 1=t,り 、リス ケllア :l サ lン 士許′′ド1111‖ f′ )1+|(1ス 111〕 てい

'3。
Fl:′″ドiLI‖ ltみ 11(l l l lli‖ t,)4j″ }り ||‖ 1)501)で し,る 、1lI I件角11'I:〈ノ)1611・ ・・倍としている。

②年金の財政見通しにおけるデュレーション

年企サ|イ
‐
政において llk、 給付等の発ノ|:する時 ;り |が決をkっ ているため、キャッシュフロー

を先送りすることは不 ||∫能でル)る (,し たが′ダc、 f占 アヽ金υ)効率的な運り||を IXIっ ていくた

めに 1)、 イli金サ‖
・
政におけるキー、′ッシュフローを分析する必要がある(,

イli全数り|り1`会 では、将来のイli金 ,材
‐
J/Kυ)「文出額」を 「連川!1又人を除く1又人符1」 とf責立

′金を活用 して員イiう べき「純支出」に分け、各々のデュレーションをちli出 した。ここで算

|||した年金サ財
・
政における支 lll、 収入 (運用収入を除く)、 純支出のデ =・ レーションは、各々

のキャッシュフローが発生する1た でのサリ|||llを 、そのキャッシュフローの現イl:1‖ illl(現 1‖ i)

で加 it｀ 14均 したものでル)り 、キ‐、′ッシュフローの発ノL,上 でυ)平均期||||を意味する.なお、

1又 人・支出は11金ゃ 4勿 111iに ,kり 変動するため、金利が上ケl_する際に賃金や物 111i()ilケルす

る傾向がル,る ことをそ慮すれば、実際にはここで算 |IJしたデュレーションより短くなる

可能 |プ |:が ル)る ことに|マイ意する.∠、要がある。



図表 牛52は、各々のキャッシュフローの現価の累積構成割合の見通 しと、デュレー

ションを示 したものである。

2010年度から2105年度までの 96年 ||りにおいて支出のり11‖の累積が 5制に達するのは、

厚生年金、国民年金と国共済+地共済では 2035年度訂1後であるのに対 して、私学共済で

は 2040イ li度であり、支出のデュレーションも厚生イ
「
金 31.5年、国民年企 30.8年、国共

済+j也共済 29.9イ liに対して、私学共済は 33.9年と長くなっている。一方、運用1又入を除

く収入り↓価をみると、どの制度も2030年度から35`11度 の||llに累f貞が 5割 に達してお り、

デュレーションも厚
`liイ

|二企 29.5午、IJ民年金 29.7イ |二、1呵共済+地共済 28.1イ li、 私学共

済 29.8イ 11と 30年弱となっている。

積立金の運用llt人や場合によっては取りj山 しで貰イiう べき純支出 (=文出一連りl11又人を

除く収入)をみると、現価の累積が 5割 に達するのはl'F`|:イ |=金、 1可 itイ ll金 と私学共済が

206()イ li度から 65イ |三度となっているのに対して、 llJ:り t済■地共済は 2050イ li度であり、純

支出のデュレーション ()'F生イ11金 53.4イ li、 1叫 i(イ li金 55.7イ li、 私学共済 61.0イ 11に対して、

1可 共済 +j=鷹 りt済は 39.5イ 11と なつてお り、1叫 共済十地共済が他制度に比べ短く/k・っている()

(1劇 表 4-52)公的イll金 各制度υ)支 |||、 運用収入を除く収人、和L支 111の

り↓伸li 1/D蜂tf責構成割合とデュレーション
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第 5章 公的年金制度の安定性の分析 〈前提を変更した場合の影響〉
1.前提の変更

財政検証・貝イ
・
政再計算では、将来の保険料収入や給付費を推計するために、社会 。経

済状況に関して 1つの前提をおいている。社会・経済状況が変われば、年金財政にも影
響が及ぶ。将来の人口の動向は保険料1反入に影響を与え、死亡率の変化は給付費に影響

を与える。また、給付費は物御i上 ケみ率やtt金上昇率などの経済指標の変動からも影響を

受け、保険料収入は、賃金上昇率からも影響を受ける。運用利回りのI設定の違いによっ

て運用1又入の見通しも変わってくる。

イlt金財政の安定性をみるために、サ|イ
‐
政 1与計算で用いられた |1有提を変更した場合、どの

ような影#十がどのfl度σ)大 きさで起きるのか、感度分析を行うことが il要である(,|)打提
の変更は以下の①～①の場合について行い、その下で財政見通しを作成 し、 li釘提の変更
の影イ半を分イリ「した。

①出生の動向が変動した場合

各制度と 1)、 彼1呆険 計数1/p見通 しには日立社会仙t障 。人口|‖ 1題イ〃1究〃iに `kる 「[J本の

1子 来́1イ「iil・ 人「1(♪ 14サ Jえ 18イ |二 12り」)」 の IIJfセ ||た ,il‐ をりllいているヵゞ、 この千ヽわ りに
(1)||1生 ifl位・タビ亡中位の将来Jイ「I:1人 口をり||いた場合(「出生高位」)

(2)|||ノ li低位 。死亡中位の1子来|イ「I;|・ 人口を月|いた場合(「 ||!`lillt位 J)
の 2通 りで,|イ llt見通しを作成することとし、その影響をみた。

(1)を 「出生 |1覇 l1/」 といい、 (2)を I HI`|:低位」ということにする ,

②死亡の動向が変動 した場合

各|1訓度と 1)、 イli金受給κ
‐
の死亡失確率等の )́也通しにはIJ立 rl:会 |力t障 。人 ||||ll題イツ「究刀T

に ,kる 「「1本の1子来|イ食lil・人口 (｀ 14サ ,え 18イ 1112月 )」 の1出生 'キ i・ 死亡率共に中位1イ「1:卜をりlに礎
にしているが、 このイヽわりに

(1)出

`li中

位 。死亡高位の将来|イ「計人口を被保険者
・
数の見通 しに利月]し、老齢イli金受給

者の人 |″率等の改善をこのケースのタビ亡率の改 iキを反 |1央 した場合(「タビ亡高位」)

(2)|||′ LIII位・タビ亡低位の将プ(||「 lil‐ 人||を彼保険者数の見通しに利りllし、と齢年金受糸合

任の失権率等の改善をこのケース1/9死 亡率σ)改 iキを反映した場合 (「死亡低位J)
の 2通 りでサ|イ・政見通 しを作成することとし、その影響をみたて,

(1)を 「死亡 |:'1位 Jと いい、 (2)を 「タビ亡llt位」ということにする。

‐
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③経済的要素 (賃金上昇率、運用利回り等)が変動 した場合

経済前提は、社会保障審議会年金部会に設置された経済前提専 |‖]委員会において、専

門的 。技術的な事項について行われた検討結果の報告 (平成 20年 11月 )に基づいて設

定されたものであり、平成 32(2020)年度以降、物価i上昇率 1.0%、 賃金上昇率 2.5%、

運用利回り4.1%を 前提として各市J度 とも経済中位の推計を行っている。この代わりに

(1)平成 32(2020)年度以降、物側i上 テ1‐率 1.0%、 賃金上昇率 2.9%、 運用利
「
|り 4.2%、

としたケース (「経済高位」)

(2)平成 32(2020)年 度以降、物価上昇率 1.Oγ )、 tt‐金上昇率 2.1%、 運用利 |「 Jり 3.97)、

としたケース (「経済低位J)

の 2通 りで財政見通しを作成することとし、その七l多響を r/Aた。

(1)を 「経済高位」といい、 (2)を 「経済llt位」ということにする。平成 31(2019)年 度

以前 1)含めた、具体的な経済的要素υ)数値は図夫卜11に
'Jt‐

夕とおりでル)る (,

(図人 5-1-1)経済的要素のケースごとの設定数
『
:

||()1()

」011

201」

!0113

2()11

2()11

13016

lo17

101ド

2019
)201リ

④出生の動向と経済的要素が同時に変動した場合

||1生、死亡、経済的要素それぞれについて、 1月連が強いという傾向が存イ1:しないため

各要素が|,1時に変動1~る場合 1)検 Iiヽ しておく:と、要がル)る。ケースの利lみ合わせは様々に

な /Jこ とから、ここでは特に7L IJさ れる、出生と経済的要素の 2つについて、|:1時に変

動するケースとして

(1)出 イ11については「ユ|′ |:高位」グ)ケース、経済的要素については「経済高位」のケー

ス (「 ||1/1:高 位、糸卜済 1'1イ立」)

(2)||1生については 「||1/li低位」σ)ケース、経済的要素については 「経済llt位」のケ

ース (「 ||1/li低位、経済低位」)

|ド ィil“ t位
'
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のケースを検討 しており、この 2通 りで財政見通しを作成することとし、その影響をみ

た。

(1)を 「出生 1島位、経済高位」といい、(2)を 「出生低位、経済低位」ということにする。

これらの前提を変更した場合、各制度の只イ
・
政には、保険料収入や給付費の変動などの

様々な形で影響が表れることとなるが、財政の均衡を保つための仕組みが、厚生イ11金・

国民イ11企 と共済イ「 金と
では Il[なっている。

厚生年金・国民午金では、保険料水準「 1定方式の下でマクロ経済スライ ドによって給

付水準の調 1さを子Jlう が、共済イli金ではサ'F生イ11金 と同一のスライ ド調J“率をlil―サUI IIIIに 対

して適用 した上で、域終 f力t険料率の調 1“を行うこととなる。

したがって、 li有提を変更した場合の影群は、サ:F`liイ |:金で 111最終的な給付水準に、共済

イ
|ユ金では給 fヽ 1‐水準及び最終保険お1率に柴約されることとなる。

l、二生イli企は、保r灸本1・水準 |「1定方式に ,kり 、 fキt険本1・率の変更を行わずに給付水準を調J“

することに、にって、り財政の均衡を|力tつ こととしている。イF金サ|イ
・
政の安定1'|:に関して、 |1打

提の変更に ,kっ て給付水準 (1'F`|)代本卜率)が どの `上 うに変 |ヒするのかをみる必要がある(,

糸f)イ Jヽ・ノ|く準は、マクロ経済スライ ドによってスー/イ ド
｀
IJ‖性が行われるりり||||||||lk低 下し続

ける。 ,り j得代替率その 1)の は |1対′七によって )ヽなるが、スライドIJ月 1“の率・サリ|||||と 1)各 |1劇

度同 一でル)る ので、,サ iイ |1代替率1旨 4女 (2()()1)イ ll度 =1()())|、二IⅢに、1惨 |サ性による,上いはノliじ ない。

そこで給付水準υ)夕 llil月 効果をみるために、厚
`liイ

li ttυ ),サ i得代本卜率でli平 111iするこ
`ヒ
とする。

なお、厚 /liイ 11金では、次すり|サ 1イ
‐
政検 I;iF`ヒ でに1サテ子|)代 |卜率が 50%)を ドLIIる と)と込まれる場

合には、糸含fヽ 1水 ill υ)調 1籠の糸冬rについて検 li、 1司
~る
と法子ILで定め「)れているが、 こげ)ん↓定

にかかわらず機1戒的に、マクロ経済スライ ドに ,1っ て給付水 lllの IJ‖性を続行したとして

ナリ:得代替率を::「り|:しているので、|)ttt1/2変 更内容によつては、所徹l代替率 50ツ )を 下lgる

場合が出てきている。

共済イli金では、ル↓泊:夕 1'生イ|三金と|,1様に令iイ li度 0.354%J・つ保険オS卜率1が り|き 11げ らブして

いる。出生率等の |1打提が変更された場合、この毎イli度の保険お1率のり|き 上げ晰1は変更せ

ずに、1没終保険|:1率の水準とり|セ終 |力tr灸料率に

`'1達

する||、同り|を変更して、2105年度でイF度

初jの f責立金が支出υ)1年分程度残るサけJ/11il・ |||!iを作成することとした。 したがって |1有提の

変更に、kる キ|タイ十は、共済イli金の場合J渋終保険本:1率でli平 1‖ iす ることとなるt,

1)5



2.被保険者数・受給者数の変化

図表 5-2-1、 5-22は、被保険者数と受給者数について、出生率と死亡率のそれぞれを

変更 した場合の試算を表 したものである。それぞれの前提について、各年度の基本ケー

スの値を 100と したときの指数を表 している。

①被保険者数

出生高位・出生低位における基本ケースとの1[離をみると、私学共済は他制度に比べ、

乖離が |ILく から発生し乖離鶯liが大きくなつている。私学共済では学齢対象人口を彼保険

什推 :il・に用いるため出生の変動の影響をうけやすいためであると衿えられる.ま た、タビ

亡高位・死亡低位におけるりl撻本ケースとの1「離度は各‖iJ度 とt)小 さくなっている (隊 1表

5-2-1)。

(隊1表 5-2-1)前提を変にした場 合の彼 |力t険 者・数 (九t本 ケースを 100と した指数 )
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②受給者数

被保険者数が将

'(的

に受給者に変わるため、受給者数についても被保険者数と[]様に、

出/1高位・出生低f立におけるり1(本ケースとの1「離が私学共済で他制度に比べ大きくなっ

ている。また、死亡高位・タビ亡低位におけるり1鮭本ケー不との乖離度は各制度とも彼保険

者数の場合、よリモ)大きくなっている。これは死亡率の改善がよリイ11齢の高いた
.1に
強く|11

ているためでル)る とみえられる (図表 5-22)。

(1劇表5-22)|1打提を変更した場合の受給計数 (り 1に本ケースを 100と した指数)
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③年金扶養比率

基本ケースに対する各ケースの乖離をみると、厚生年金、国共済十地共済、9_t‐礎年金

では、死亡高位・死亡低位において 2010年度からすでに乖離が見られる一方、出生高位・

出生低位では 2030年度頃からlF離が発生している。これは、死亡率を変更することで推

計当初jから受給者数に変化が生じるのに対 し、出生率を変更しても被保険者になる年齢

に達するまでは被保険者数に変化が生じないためである。私学共済では前述の通 り、彼

保険者数を学齢対象人口に、kり 推 Ii卜 していることから、出生率の変化が早く彼保険作に

反映されるため、111生高位・出
/lillt位
、死亡|'1位・タビ亡低 1立いずれの場合 ()2010イ

「
度か

ら,I「商

“

力Vliじている (IXI表 5-2-3)。

(図表 5-23)li打提を変虹した場合のイ11金 1夫養比′半二
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3.給付水準と最終保険料率の変化
1.で述べたとお り、り七二生年金では前提を変更した場合給付水準を調整することなる
ため、厚生イ11金の最終保険料尋iはいずれのケースでも 18.3%で 同じ数値となっている。
出生高位では、年金扶養比率が基本ケースよりも大きくなり、マクロ経済スライ ド調

1啓期 |1月 を短くすることができる。絆i果 として、給付水準は
'1長

本ケースに比べて各制度と

もittiく なっている。国共済+地共済は、り:ヽ本ケース `kり も財政が好転する 1)のの、厚 41
年金の財政にル)わせて給付水準 I'‖整が行われるため、最終保険料率は 19.9(/)と 若千引き

上げることが必要となるて,私学共済は、出/1高位のキ:夕響が他制度 .た り大きく、厚生年金
にル)わ‐llて給付水ツ1与 I]月 1“を行つてもさらにサ|オ政に余裕があり、最終保険お}'半 1を 18.3γ )|に

で下げることが日∫能となる、,

||1/1:低位では、年金1夫養比率がりt【本ケースに比 き́(月 さヽくなり、マクロ糸准済スライド

調 1“期||||が 1こ くなるため、各制サtと 1)基本ケースに比べ給付水準がlltく なる。私学共済

1/9場 合は、 |||ノ |:||、位 とは逆に、サIFノ liィ li金にル)わ‐lJて糸r)ィ、「水準を低くして 1)なおサiイ
・
政は悪

|ヒ してお り、J:を終 |力tr灸ぉトキiを 20.7(/)よ
~C11げ
ることが4∠ 1ヽ要 となる(,

タピ亡高位では、イli金扶 i雌比率が
'1に

本ケースに比べて大きくなり、マクロ経済スライ ド

IJ月 1“サUlllllが短くなるため、各|1制度と 1)り lに本ケースに比べ給付水準が高くなる。 |:1共済+
i也共済、私学共済は、イ|:金扶養比率でみると、サ'Fノ |:イ li金に比べてタヒ亡率変動の |:タイ十が小

さく、結果として、りIFrl:イ ll金にル)わせて糸f)イ、1水 ill・ を行うと,け政が悪 fヒ J~る ことになり、

最終山t険本1・率を llげることが必要となる(1

タビ亡llt位では、イli金 1夫養比率がり1に本ケー スに1ヒベて小さくなり、
‐く′ク11経済スライド

IJ月イ

“

すり|||llが 1こ くなるため、鴛 1川度と 1)り 1に本ケースに比べ給付水準が低くなる(,|!1共 済十

1也‐lt済、私学共済 |‐ 1クピ山脅ilt1/pJ場合とはi逆に、り'Fノ 11年 金にあわせて糸r)イ lヽ水準を低くづ
~る

とサlイ
‐
政に

`ミ `谷

ができ11を糸冬保 1倹料斗iを l・

~|ガ

ることが l,l・能にイFる .

経済 irttf立 では、 り1に本ケースに士しく、物1111に 対―l~る 11金 llケトネili拡 大している1,イ li金サ!イ
政をそえる場合、保険お11)イ li金給付費 1)り ,に本的には賃金に連動 している。 ヒ́かし、イli金
受給 者
‐グ)年 金額が ,サ iんι裁定時は賃金に連 JIJlリ

ー
る形となっている ()σ )の、裁定後は物 111iス

ライ ドとな /1て いるため、物価に力l・・|~る 賃金υ)11ケ 1中ルiが大きけれ liザサlイ
・
政は好|ケ:する。そ

υ)たダ)、 賃金に力lづ‐る実質的な連川l不||111り がり:(本 ケースに比ベノトさく、 イ11金サlイ・政に不liヽア
金からの運り|1益 を活りllしにくい状況となっていることがある (,の の、サ'F`11年金の財政は

次11サやし、マクロ糸有斉スライ ドl,‖イ盗;り |||llが短くなるため、:各 ||メl度 ともり1撻本ケースに比ノく糸合

fヽ1水準が高くなる(,1可 りt済 +1也 共済は、サ:Fノ |:イ ll金にあわせて給イ寸水準調イ

“

を行つて (,ま

‐
1'1'‐



だ若千財政に余裕があるため、最終保険料率を 19.7%ま で下げることが可能となる。一

方、私学共済では、厚生年金にあわせて給付水準調整を行 うと財政が悪化することにな

り、最終保険料率を 20.0%ま で上げることが必要となる。これは、私学共済が厚生年金

に比べ手∫1立金への依存度が高いため、前述 した 「賃金に対する実質的な運用利回 りが基

本ケースに比べ小さく、年企財政に積立金からの運り:]益 を活用しにくい状況の影響」を

受けべDす くなっていることもその要因であると考えられる。

また、経済低位では、すべて経済高位の場合と逆の結果となる。

出生 l傷位、経済高位では、出生 lri位の場合と経済 1傷位の場合の影響があわせて起こる

ため、 .kり 大きくり'F生イ11金のサ|イ
・
政が好転し、マクロ経済スライ ド調整り明||りがより短くな

る。その結果、厚」:イF金の所得代林率は 54.6%と 大きくなる。

||1生低位、経済低位では、出
`11低

位の場合と経済llt位の場合の影響があわせて起こる

ため、り:長本ケースに比べ、より大きくり:F生午金のサ財
・
J女が悪化し、マクロ経済スライ ド調

整り切1間がより長くなる。その結果、りIF生年金のIサ i得代林率は 13.1%と り:に本ケースの所得

代替率 50.1(/)を大きく下巨Jる ことになる。

(1文1表 5-3-1)|)打 提を変更した場合の給付水立γ:と JIセ終保険料 'ネ i
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4.主な財政項目の変化

図表 5牛 1、 5←2は、保険料収入と給付費について、前提を変更した場合の試算を表
したものである。それぞれの前提について、各年度の基本ケースの値を 100と したとき

の指数を表 している。

①保険料収入

各ケースにおける基本ケースとの1「離をみると、出生高位 。出生llt位では、彼保険者

数の1[高||に ほぼ等しくなっているが、最終保険料率が
'1(本
ケースと )ヽさなること。彼保険

者のイll齢構成に変化が起こることの 2点により、彼|力t険 計数υ)J「離とは多少 )llな るて,商 fi

者́
‐
の力|(因は 1叫共済 +1也 jt済、私学共済に,Lこ ってお り、後者はい1民イli金以外の制度に起

こつていると考えられる。巨1民イ|:金ではlllllイ と1)起こらないことから、被保険汁数の1「

離と等しくなる。

タヒ亡高位では、彼イカt険者数はり|に木ケースに比べてilllk少する()のの、神1共済+1也共済・

私学共済ではJ止終イカt険 |:1率が高くなるため、 1カt険料収入はり:に本ケースに比べて厚
`liイ

11

金 。国民イli金 とは,並に1中|り」||しているⅢタビ亡低位では、死亡高位と逆の動きを示している。

経済高位・経済llt位では、彼保険 計数の変化はない ()の の、 11金上 ,「率がりlに本ケース

と異なるため、乖離が発生 している。 lkた 、私学共済では、最終綺t険お1率υ)変化が大き

く、 f也 |1撃l度に士ヒ′ミ́に出||サ 1芝がメ(き い (|ズ |ノに5-,1-1)()

(1文1表 5-11)li存提を変 |だ した場 r)の保険オ:1収 入 (り :(本 ケースを 1()0と した指数)
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②給付費

各ケースにおける基本ケースとの乖離をみると、出生高位・死亡高位では、九【本ケー

スに比ベマクロ経済スライ ド調任期間が短くなるため、受給者数の_鷹離度よりも給付費

の乖離度が大きくなっている。逆に出生低位・死亡低位では、基本ケースに比ベマクロ

経済スライ ド調整り切1昌 ]が長くなるため、受給者
・
数の1「離度よりも給付費の乖離度が小さ

くなつているぃ

経済高位では、ワ:鮭本ケースに比べ li金上昇率が大きく、また、マクロ経済スライ ド調

整期 ||り i)短 くなるため、給付費が大きくなつている。逆に経済低位では、りit本ケースに

比べ賃金 llケ]率が小さく、また、マクロ経済スライド;J‖幣サ切||ll t)長 くなるため、給付費

がノトさくなつている (1文1表 511-2).

(図 夫 54-2)前提を変更したJ場合の給付費 (基本ケースを 100と した指数)

Itた、前提を変更した場合υ)給 イヽl費のJり llllliを、りI長本ケースを 100と した指数で表ヒ́た

1)σ )が図表 5-,1-3で ある1)ただし、 |1劇度 ||11で比較できる `に う、以下のような給付費を

'llいプL(,

。 と齢 。退職イlt金 (と齢 。i量年利1当 十通老・通送根|・1)の給 fヽl費であるて,
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・ 共済年金の給付費は職 j或部分を除いた厚生年金相当部分の給付費であり、国共済十

地共済については、追力日費用分を除いている。

・ 厚生年企の給付費はり!鮭礎年企交付企控除前の給付費であり、菫礎年金交付金分は過

去り切1間の給付費に含まれている。

出生率を変更した場合、給付費1/HLlllは、各制度と t,出生高位ではりit木ケースよりも大

きくなり、出生μt位では小 さくなる。 i過去期 |‖J分については、出生率1/D変化が人数iniに

及ぼサ i:夕響がない 1)の の、マクロ経済スライ ドのlJ月整期||11の変化があるためにj11減が発

イliし ている.

死亡率を変更 した場合、 1:そ給什数が111減する t〉 υ)の、マクロ経済スライ ドのサUlllllが変

化するために、特に過去サリ||||1分 において、り[に本ケースに丼lする乖離が小さくなっている()

過去り切|||1分 の給イ、1費 1り11111をみると、り:に本ケースを 1()()と した指数で、サ'Fノ liィ li金では∫)5.o

～ 1()1.2、 1叫 共済 +j也 りt済では 91.9～ 1()1.1、 私学共済では 93.5～ |()5.Bの 俺り‖にlle lkつ

ている。 一方で、1子 来すり||||1分 をみると、サ:Fノ |:ィ li金で|1182.0～ 日8.8、 |11共済十地りt済で
|,I SO.8～ 120.7、 lN/、学りt済では 75.2～ 131.6と 大きく変 fヒ している.,i過 去サUIIIll分に係ろ

糸含fヽ ll.12010イ li度以降 |ILい‖、リリ|に 多く
`こ

ノ
liし てぃろ/Lめ、―ィクII糸准済スライ ドV,効 男tが将

丼(サリ||||1分 に比べて小さいこと 1)ル )り 、li打提を変更して 1)過去りり||||1分 に係ろ給付費の規模

|.1、 将来サリ|||ll分 にかかる糸r)fヽ l‐費σ)ん1模に士レミ、変イとがノ」、さいこと力り)かる (|ズ1人 571:3)。

(図表 5′ |13)|1行 提を変更した場合の過去サリ||||1分・将来期|||!分 )j!1給付費Jり 11‖ i

(り 1に本ケー スを 1()0と した1旨数)
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第 6章 公的年金制度の公平性の分析

1.検証方法

公的年金制度 1出]の公平性に関 しては、前回の平成 16イ |ユ財政再計 3れに基づ く財
‐
政検証の

際 と同様に、「基本的には、制度 1出Jで、過去の運営状況等を考慮 した上で、同じ年金給付

に対づ
~る
保 1倹おレk準に差がないこと」 とい う傷l点か ら検「正する。

平成 21年財政検証・サけ政 1呼計算における保険料率は、2010イ |三度 (9月 )にサ'F生イ
「
金が

16.058%、 1可 共済 +l也共済が 15.508%、 私学共済が 12.584%で あるものが、各制度 とも

角iイ 110.3547)ずつり|き Jlげ られ、 1渋終的には、厚生年金が 18.3(/)、 国 共済 +地共済が

19.8%、 私学 共済が 19.1(/)と なる

'こ

込みである.最終保険本1・率くは、夕1141年 金に比べ、 1可

共済 +地 共済が 1.5(/)、 私学共済が 1.1%)高 い水準となつているが、共済イ|:金σ)給 f、 1・には

職域部分があるため、このままの料率で l11純に比較 して 1)公 ｀14性 を検証することはでき

ない。

そこで、I11じ年金給付に対する保険お1水準をみるために、各制度の糸f)付 をりlヽ礎年金拠

||1金分 (1階部分 )、 り:Fイ liイ ll金 ‖tllllll比例‖ド1(湘

`分

(2紳:♯‖
`分

)、 :共済イli金職九支出
`分
(3階

部分)の 3つに分け江、彼用 者イ11金制度 1/m共通の給付である I階部分及び 2階部分につい

て、 f呆 1険料・水4Lを検 1証することどり
~る
け

注 : 和iサ :(|1召不‖61イ 111り 1以降)υ )共済年金で|11、 ヤ賊lll ll七 17/1曲 ;分 |、1ついて、りIF/11年 全相|｀ 11湘 :分 |、 11敵

ll k湘 :分のイll金がl」 llι l〔 (※ )さ メt;る 二′ヒ|、■/1・ ってォロ)、 1`1 li亥
11カ支力|1年 11南

`分

が 13件1出
`分

でル)る .― ノブ、
||″ i1/9り t済イli 4ヽについて|に、算

'tリ

ブ式が
'り

′
liイ ll`ヽ とカキ:な /,て 1,り 、´

`、

イ本とl_て算,tさ オlろイlt金容1

υ)111に職域湘;分に相|｀当すると考え|,オ しろ分 1)含 Jミオ1てい′lt,こ のため、|11法分に係るI哉域部分1/9

とらえ方litAiltし く、 ここで|■、 各|1劃 jtか「,提 |||さオtた Iit域湘
`分

υ)1イ「,i「 111(一 ,tυ )|1有夕[υ )1)と で判|

くサイ「計した 1,グ ))にり′:づき検証する.

なお、1灸証にり||い る2階 。31牛:部分は、あく,上 で給イヽ1の高さをサIFノ |二年企本||｀ 11部分にそろえて振

り分l1/11)υ )であり、例え|:女 ∫‐υ)支給|IH始年齢のり_11け がサ|「 /1三年金″)み ,Jい こと等σ)|1刊度上υ)

連いまで調整したもυメC IIIな い,|トリ度||11で こうした若1lσ )iルリ度 ltグ )'たがあることに17′′激しン,ィリ、

カリ|(で 11、 イ合イヽ夕l■ llば |,1じ とみオtして|`tliLり
｀
ろ。

新法共済年金の1敵域湘:分の糸f:付 乗率は、組合tt期 ||キ |ソ 11年 サ111に応じて、次の Lう に,Lめ F)

ているっ

組合|:期 ||llが 20イ li以上グ)者^については、厚生イli金報llllll比 例書|・ 1劇
`分

υ)5～20%

剰t ttitり明||||が 1イ li以 菫20イ li未満υ)者 については、厚 /liイ li令報lllll比例相|・ 1出じン)2.5～ 10111)

※
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